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古河電気工業株式会社 (以下、「当社」という。)は、古河ファイナンス・アン ド・ビジ

ネス・サポー ト株式会社 (以下、「分割会社」という。)と の間で、2020年 4月 1日 を効

力発生日として、分割会社が行つている経理・資材 。各所総務 (事業所 。支社等の総務 )

およびグループ・ファイナンスの事業を当社に承継させる吸収分害1(以下、「本件分割」

という。)をいたします。

本件分割に関する会社法第 794条第 1頂および会社法施行規則第 192条に定める事前開

示事項は次のとお りです。

1.吸収分割契約の内容 (会社法第 794条第 1項 )

別添 1の とおりです。

2.分割対価の相当性に関する事項 (会社法施行規則第 192条第 1号 )

当社は、本件分割に際し分割会社に対して当社の株式その他の資産の割 り当てを行

いません。

3.吸収分割会社についての次に掲げる事項 (会社法施行規則第 192条第 4号 )

(1)最終事業年度に係る計算書類等の内容

別添 2の とお りです。

(2)最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時決算報告書類等の内容

該当事項はありません。



(3)最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社

財産の状況に重要な影響を与える事象の内容

該当事項はありません。

4.吸収分害1承継会社について次に掲げる事項 (会社法施行規則第 192条第 6号 )

(1)最終事業年度の末 日 (最終事業年度がない場合にあつては、吸収分割承継会社の成

立の日)後に生 じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況

に重要な影響を与える事象の内容

当社は、2019年 9月 27日 の取締役会において、当社、当社の完全子会社である

奥村金属株式会社および当社の連結子会社である Furukawa Metal(Thailand)

Public Co.,Ltd.が行つている銅管・銅管部品および鋼板の開発、製造および販売に

関する事業を日本産業パー トナーズ株式会社が管理・運営する日本産業第五号投資

事業有限責任組合等が間接的に出資する特別 目的会社である CT」 ホールディングス

2合同会社に譲渡することを決議 しました。

当社は、2019年 9月 26日 開催の取締役会において、当社および当社の完全子会

社である古河マグネットワイヤ株式会社が行つている太物巻線およびポリイミドチ

ューブの開発、製造および販売に関する事業、ならびに、当社の完全子会社である

FE Magnet Wire(Malaysia)Sdn.Bhd.が 発行する全株式および Essex Furukawa

Magnet Wire Europe GmbHの 発行済株式総数のうち当社が保有する持分の全て

を、当社の完全子会社である Furukawa Electric Magnet Wire America,Inc。 経由

で Superior Essex Holding Corp。 との合弁会社であるEssex Furukawa Magnet

Wire LLCに譲渡することを決議 し、また、これに関連するContribution

Agreementを 2019年 12月 17日 付で締結 しております。

5.吸収分割が効力を生ずる日以後における吸収分割承継会社の債務 (本件分割について

異議を述べることができる債権者に対 して負担する債務に限る。)の履行の見込みに関

する事項 (会社法施行規則第 192条第 7号 )

本件分割の効力発生日までに当社の資産および負債の状態に重大な変動が生 じる事

態は現在のところ予測されておらず、当社の資産の額は負債の額を上回る見込みで

す。また、本件分割により当社が分割会社から承継する資産の額は 49,195百万円、

負債の額は 49,195百万円となる見込みです。



これ らの点等に鑑みて、当社の負担する債務については、本件分割の効力発生 日以

後 も債務の履行の見込みがあるものと判断 してお ります。

以 上



鯰9喝這袋店河ファイナンス・アンド ・ ビジネス ・ サポ ー ト株式会社（以下「甲」という。）と古河電
気工業株式会社（以下「乙」という。）とは、甲がその事業に関して有する権利義務の一部を
乙に承継させる吸収分割（以下「本分割」という。）に関し、次のとおり契約する（以下、こ

吸収分割契約書

の分割契約書を「本契約」という。）。

（目的）
第1条 甲は、その経営する事業のうち、経理・資材 ・ 各所総務（事業所・支社等の総務）お

よびグルー プ ・ ファイナンスの事業（以下「本事業」という。）に関して有する権利義
務の全部を乙に承継させ、乙はこれを承継する。

（当事会社の商号及び住所）
第2条 本分割を行う甲及び乙の商号及び住所は、以下のとおりである。

甲（分割会社）：古河ファイナンス ・ アンド・ビジネス・サポ ー ト株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目5番1号

乙（承継会社）：古河電気工業株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目2番3号

（本分割により承継する権利義務）
第3条 乙は、本分割により、甲から次に掲げる資産、債務、屑用契約その他の権利義務を

承継する。
(1) 資産

本事業に関する流動資産及び固定資産の全部
(2) 債務

本事業に関する流動負債及び固定負債の全部
(3) 層用契約その他の権利義務

ア 本事業に従事する甲の従業員の全員との雇用契約
イ 本事業に関して甲が取引先との間で締結しているすべての契約上の地位及

び権利義務
2. 本分割による甲から乙への債務及び義務の承継は、重畳的債務引受の方法による。

（本分割の対価）
第4条 乙は、本分割に際し、甲に対して前条に掲げる権利義務に代わる金銭その他の財産

の交付は行わない。

（乙の資本金、準備金等）
第5条 乙が本分割により増加する資本金及び準備金の額は、次のとおりとする。

(1) 資本金

ー
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増力日しない。

12)資本準備金

増加 しない。

(効力発生日)

第 6条 本分割の効力発生 日は、令和 2年 4月 1日 とする。ただし、分割手続進行上の必要

性その他の事由により、甲乙協議の上これを変更することができる。

(分割条件の変更及び本契約の解除)

第 7条 甲及び乙は、本契約締結の日から効力発生 日前 日までの間において、天災地変その

他の事由により、甲又は乙の資産状態、経営状態に重大な変更が生じたときは、協議

の上、合意により本契約に定める条件を変更し、又は本契約を解除することができる

ものとする。

(本契約の効力)

第 8条 本契約は、法令に定める関係官庁等の承認が得 られないときは、その効力を失うも

のとする。

(本契約書に定めのない事項)

第 9条 本契約に定める事項のほか、本分割に際し必要な事項は、別途甲乙協議の上定める

ものとする。

本契約締結の証として本書 2通を作成 し、甲乙記名押印の上、各 1通 を保有する。

令不日2年 2月 12日

甲

住 所 東京都千代田区丸の内二丁目5番 1号

古河ファイナンス・アンド・ビジネス・

サポー ト株式会社

代表取締役 関 尚

乙

住 所 東京都千代田区丸の内二丁目2番 3号

古河電気工業株式会社

代表取締役 小林 敬一
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事 業 報 告 

（2018 年 4 月 1 日から 2019 年 3 月 31 日まで） 

 

１．会社の現況に関する事項 

 

（１）事業の状況 

当社は、古河電気工業㈱経理部、人事部、資材部、総務部、古河電工グループ各

社の経理財務、人事総務、資材購買の業務受託を中心に事業を行っております。 

当事業年度の業績は、営業収益は 2,483 百万円（前期比 92％）、損益につきまして

は、営業利益 289 百万円（前期比 94％）、経常利益 289 百万円（前期比 94％）、当

期純利益 191 百万円（前期比 96％）となりました。 

 

（２）設備投資の状況 

   当年度は、固定資産の取得はありませんでした。 

 

（３）資金調達の状況  

   当年度は、長期資金として 68 億円の調達を実行しました。また、キャッシュマネ

ジメントシステム（CMS）の参加会社は現在合計で 30 社となっており、グループ資

金の効率化と有利子負債の削減を図っております。 

 

（４）財産および損益の状況 

 

区分 
2015 年度 

第 19 期 

2016 年度 

第 20 期 

2017 年度 

第 21 期 

2018 年度 

第 22 期 

営業収益 2,650 百万円 2,578 百万円 2,713 百万円 2,483 百万円 

営業利益 338 百万円 248 百万円 308 百万円 289 百万円 

経常利益 338 百万円 248 百万円 308 百万円 289 百万円 

当期純利益 218 百万円 158 百万円 200 百万円 191 百万円 

１株当たり 

当期純利益 
728,156.54 円 526,528.42 円 666,663.98 円 637,063.84 円 

総資産 82,440 百万円 74,167 百万円 78,471 百万円 85,219 百万円 

純資産 273 百万円 213 百万円 255 百万円 246 百万円 

 

（５）重要な親会社の状況 

① 親会社との関係 

当社の親会社は古河電気工業㈱であり、同社は当社の株式 300 株（出資比率

99.34％）を保有しております。 

当社は親会社の古河電気工業㈱との業務受委託契約により、経理財務、人事総務、

資材についての事務業務等を受託しております。 



② 親会社との間の取引に関する事項 

当社は親会社とのあいだで事務業務の受託、金銭の貸借取引を行っており、当該取

引に際し、少数株主の保護のため、合理的な判断に基づき、適正な取引条件を決定し

ております。 

また当社取締役会において、同様の理由で、親会社との取引が当社の利益を害する

ものではないと判断しております。 

 

（６）主要な事業内容 

①ファクタリング業務 

②債権の管理、財務に関する書類の作成その他財務の処理業務 

③帳簿の記帳および決算に関する経理事務ならびに経営、経理に関する診断およ   

び指導 

④金融業に関する情報提供サービス 

⑤金融業務および投資業務 

⑥総合リース業 

⑦以下の受託業務 

ｱ 買掛金支払代行業務 

ｲ 労務管理、人事管理等に関する事務およびコンサルタント業務 

ｳ 給与、社会保険、労働保険、税務等に関する事務代行業務 

ｴ 寮・社宅等の入退去管理および施設使用料・水光熱費等の控除・支払等の福利厚

生に関する事務代行業務 

ｵ 人事管理に関する情報システムの運用・管理業務 

ｶ 来客対応・備品管理等の庶務業務、および官公庁・地域団体等との渉外業務の代

行業務 

ｷ 株主総会に係わる書類作成代行業務 

ｸ 退職年金資産等の金融資産運用委託先の運用方法、運用実績等に関する管理代 

行業務 

ｹ 会社契約生命保険の管理代行業務 

ｺ 健康保険組合資産等の金融資産運用に関するコンサルタント業務 

ｻ 非鉄金属、樹脂、燃料、電子部品、薬品、および設備、工事、修理、サービスお 

よびリース、レンタルおよび外注加工等に関する見積、発注、納期管理、検収等 

に関する業務 

ｼ 古河電気工業株式会社が所有する不動産の運用、管理、処分に関する業務 

 

（７）主要な事業所 

本社 東京都千代田区内神田二丁目１６番８号 

支社 日光支社、今市支社（栃木県）、千葉支社（千葉県）、羽田支社（東京都）、横浜 

支社（神奈川県）、平塚支社（神奈川県）、中部支社（愛知県）、関西支社（大 

阪府）、三重支社（三重県）、大阪支社（兵庫県）、九州支社（福岡県） 

 

 



（８）従業員の状況（2019 年 3 月 31 日時点） 

  

従 業 員 数 前期末比増減数 

     ２３６人     １３名増加 

 

（９）主要な借入先（2019 年 3 月 31 日時点） 

  

借 入 先 借 入 額（単位：百万円）   

古河電気工業（株） 

古河産業（株） 

古河エレコム（株） 

東京特殊電線（株） 

兵庫県信用農業共同組合連合会 

三菱ＵＦＪ銀行（株） 

神奈川県信用農業協同組合連合会 

三井住友信託銀行（株） 

（株）横浜銀行 

（株）京都銀行 

（株）滋賀銀行 

大阪府信用農業協同組合連合会 

        １６，９９５ 

         ６，２９３ 

         ４，１６７ 

         ３，５００ 

         ３，２００ 

         ３，０００ 

         ２，３００ 

         ２，０００ 

１，８１０ 

１，７００ 

１，０００ 

       １，０００ 

 

２．会社の株式に関する事項（2019 年 3 月 31 日時点） 

 

（１）発行可能株式総数        800 株  （普通株 種類株Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

 

（２） 株式種類         発行可能株数   発行済株式数（合計 302 株）   

普通株式          800 株      300 株 

     Ａ種種類株式         50 株       - 株 

     Ｂ種種類株式         1 株       - 株 

     Ｃ種種類株式         50 株       2 株 

     Ｄ種種類株式         99 株       - 株 

 

（３）株主数              3 名 

              株式種類     保有株式数 

古河電気工業㈱       普通株式      300 株 

古河電池㈱         Ｃ種種類株式     1 株 

東京特殊電線㈱       Ｃ種種類株式     1 株 

 

 

 



３．会社役員に関する事項（2019 年 3 月 31 日時点） 

取締役および監査役の氏名等 

氏  名 地位および担当 他の法人等の兼務の状況 

 

関  尚弘 

 

森  信二 

 

武藤 学 

 

櫻井 泰介 

 

滝田 博子 

 

米澤 康博 

 

山下 泰司 

 

 

取締役社長（代表取締役） 

 

取締役（常勤） 

 

取締役（常勤） 

 

取締役（非常勤） 

 

取締役（非常勤） 

 

監査役（非常勤） 

 

監査役（非常勤） 

 

 

古河電気工業㈱戦略本部人事部人事企画課 

 

古河電気工業㈱財務･調達本部経理部債権管理部長 

 

古河電気工業㈱財務･調達本部資材部原料課長 

 

古河電気工業㈱戦略本部経営企画部主査 

 

古河電気工業㈱戦略本部働き方改革ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ長 

 

古河電気工業㈱総務･CSR本部 CSR推進部長 

 

古河電気工業㈱監査役付 

 

注1． 取締役 上原 正光氏は 2018 年 6 月 22 日に退任しました。 

注2． 取締役 川添 英世氏は 2018 年 6 月 22 日に退任しました。 

注3． 取締役 滝田 博子氏は 2018 年 6 月 22 日に就任しました。 

 

４．会計監査人に関する事項 

  会計監査人の名称：有限責任監査法人トーマツ 

 

５．会社の体制及び方針 

 

（１）業務の適正性を確保するための体制 

当社は、会社法・会社法施行規則に則って、「内部統制システムの構築・整備について

の基本方針」を定めております。これにより、当社は業務の適正を確保するための体制

を構築し、とくに「財務報告の適正性を確保するための内部統制の評価体制」について

は、全般統制を中心に体制整備を行っております。 

 

（２）内部統制システムの運用状況の概要 

  ① 内部統制システム全般 

    「内部統制システムの構築・整備についての基本方針」に従い、事業環境や市場変

化に機動的に対応した事業運営を行い意思決定の迅速化など経営の効率化を追求す

る一方、経営の健全性維持、向上に努め、企業価値の増大を図っております。 

 

 



② 取締役の職務の遂行 

    当社は、当事業年度において、9 回の取締役会を開催しました。取締役会において

は、重要な業務執行の決定を行うとともに、適時に四半期決算を決議し、経営目標の

達成状況の確認を行いました。 

 

③ コンプライアンス 

コンプライアンスの担当部門は、親会社開催のコンプライアンス会議に参加し、コ

ンプライアンスやリスク管理など内部統制に関する重要事項について、親会社グルー

プと情報共有を行いました。 



監 査 報 告 書

私たち監査役は、2018年 4月 1日 から2019年 3月 31日 までの第 22期事業年度の取締役の

職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとお り報告いたします。

1.監査の方法及びその内容

各監査役は、取締役及び使用人等 と意思疎通を図 り、情報の収集及び監査の乗境の整備

に努めるとともに、以下の方法で監査を実施 しました。

① 政締役会その他重要な会議に出席 し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応 じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の

状況を調査いたしました。

② 会計監査人が独立の立場を保持 し、かつ、適正な監査を実施 しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」(会社計算規貝ll第 131条各号に掲げる事項)を 汗監査に関する品質管理基準」(2005

年 10月 28日 企業会計審議会)等に従つて整備している旨の通知を受け、必要に応じて説

明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告、計算書類 (貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書について検討いたしました。な

お、事業報告の附属明細書は記載すべき事項がないという理由にて作成されておりません。

2.監査の結果

(1)事業報告等の監査結果

① 事業報告は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人 トーマンの監査の方携及び結果は相当であると認めます。

2019年 5月 27日

古河ファイナンス・アンド・ビジネス・サポー ト株式会社

監査

監査役



独 立監 査 人の監査 報 告書

古河ファイナシス・アンド・ビジネス・サポート株式会社

取  締  役  会    御  中

有限責任監査法人 ト

2019年 5月 27日

マ  ツ

指定有軒艮責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 ヽ

ゎ ′

当監査法人は、会社法第486条第 2項第 1号の規定に基づき、古河ファイナンス・アンド・ビジネス・

サポート株式会社の 2018年 4月 1日 から2019年 3月 31日 までの第 22期事業年度の計算書類、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につい

て監査を行った。

四十算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類及びその附属明組書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附

属明細書に対する意見を表明することにある。彗監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め

られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細

書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定 し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための

手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不王又は誤謬による計算書類及びその附

属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制

の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に

関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積 りの評価 も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討

することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十′ノJ｀ かつ道切な監査証拠を入手 したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその睛属明細書に係るダ胡間の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に表示 しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上
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